









































もちろん、 iAであるが、 Bの面もある lという類の叙述が散見され、 AとBという異なる主彊・評価をど
のように関連付けるかを不問のまま残しているとか、第3部において解説される政策展開は、地域のイニ
シアティブの下で、また産業政策と結びつけてなされるから、第1章における国家による宅間政策とする
主題の規定を再検討することを求めているのではないかといった疑問もあって、本論文にも問題がないわ
けではないじしかし、それは本論文の上述の先駆者的貢献を大きく損なうものではない。後に続く研究者
が本研究を踏まえて課題として引き継ぐべき論点というべきであろう。
以上で述べたところにより、本論文は博士(経済学)の学伎を捜与するに値するものと判定する。
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